
2022（令和４）年度

金　額 金　額

円 円

 流  動  資  産 1,689,370,887    流  動  負  債 735,321,382     

現 金 預 金 813,424,364     買 掛 金 34,973,595      

受 取 手 形 50,696,457      一年以内返済長期借入金 74,016,000      

売 掛 金 711,006,046     リ ー ス 債 務 13,732,356      

貯 蔵 品 36,472,687      未 払 金 354,627,281     

前 払 費 用 28,257,502      未 払 手 数 料 149,802,237     

短 期 貸 付 金 3,112,869       未 払 費 用 25,047,639      

未 収 入 金 14,893,422      未 払 事 業 所 税 2,079,800       

未 収 還 付 税 金 25,583,400      未 払 法 人 税 等 3,063,600       

仮 払 金 3,568,000       前 受 金 6,316,400       

立 替 金 3,776,140       預 り 金 4,662,474       

貸 倒 引 当 金 △1,420,000     賞 与 引 当 金 67,000,000      

 固  定  資  産 3,281,476,242    固  定  負  債 418,004,953     

  有形固定資産 2,964,895,791   長 期 借 入 金 123,122,000     

建 物 858,440,754     リ ー ス 債 務 20,831,673      

構 築 物 210,787,588     退 職 給 付 引 当 金 260,373,000     

機 械 装 置 1,129,338,977   預 り 保 証 金 4,400,000       

車 両 運 搬 具 78,537,518      長 期 未 払 金 9,278,280       

工 具 器 具 備 品 17,383,768      

土 地 624,602,631     

リ ー ス 資 産 31,127,555      1,153,326,335   

建 設 仮 勘 定 14,677,000      

  無形固定資産 93,646,588       株 主 資 本 3,802,540,094   

商 標 権 2               　資 本 金 100,000,000     

電 話 加 入 権 5,762,695       　資 本 剰 余 金 2,400,000,000   

施 設 利 用 権 157,896         その他資本剰余金 2,400,000,000   

リ ー ス 資 産 20,021,500      　利 益 剰 余 金 1,302,540,094   

ソ フ ト ウ ェ ア 67,704,495        利 益 準 備 金 60,000,000      

その他利益剰余金 1,242,540,094   

  投資その他の資産 222,933,863     繰 越 利 益 剰 余 金 1,242,540,094   

投 資 有 価 証 券 84,857,553      

出 資 金 2,160,000        評価・換算差額等 14,980,700      

長 期 前 払 費 用 12,185,630      14,980,700      

繰 延 税 金 資 産 106,013,000     

差 入 保 証 金 13,967,680      

そ の 他 投 資 等 19,850,000      

貸 倒 引 当 金 △16,100,000    

3,817,520,794   

4,970,847,129   4,970,847,129   

負 債 合 計

（ 純　資  産  の  部 ）

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債及び純資産合計

貸  借  対  照  表

2023年3月31日現在

科　目 科　目

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）



 損  益  計  算  書 

2022（令和４）年度 （単位：円）

科　　　　　　目 金　　　　　　額

3,065,103,423    

53,804,627       3,118,908,050     

1,386,247,105    

67,062,718       1,453,309,823     

1,665,598,227     

1,166,068,163    

434,042,173      1,600,110,336     

65,487,891        

3,213,225        

12,539,072       15,752,297        

1,854,861        

310,099          2,164,960         

79,075,228        

1,823,563        1,823,563         

1,565,645        

3,469,296        5,034,941         

75,863,850        

30,602,551       

5,300,000        35,902,551        

39,961,299        

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 除 却 損

雑 損 失

そ の 他 事 業 費

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

販 売 費

一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

放 送 事 業 費

自　2022年4月１日

至　2023年3月31日

売 上 高

放 送 事 業 収 入

そ の 他 事 業 収 入

売 上 原 価



 個 別 注 記 表 

継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの

･･････ 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定額法

(ﾘｰｽ資産を除く)

無形固定資産 定額法（なお、自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法）

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出にあてるため、将来の支給見

込額のうち当期の負担額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

見込額に基づき当期末において発生していると認められる額を計

上しております。

４．収益及び費用の計上基準

　放送事業に係る収益は、ＣＭ放送料収入（顧客から広告会社を通じて獲得する広告料収入）で

あり、顧客との契約に基づいてＣＭ放映の履行義務を負っております。当該契約は、放映時点で

履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足により収益を認識しております。

　なお、放送事業収入のうち、ネット販売手数料に係るタイム収入については、当社は代理人と

して関与していることから、総額からネット販売手数料を差し引いた純額で収益を認識しており

ます。



会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当会計年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌会計年度に

係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

賞与引当金 千円

退職給付引当金 千円

繰延税金資産 千円

貸借対照表等に関する注記
１．資産項目別の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 千円

有形固定資産の圧縮累計額 千円

２．関係会社に対する金銭債権・債務

短 期 金 銭 債 権 千円

短 期 金 銭 債 務 千円

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高

売　上　高 千円

仕　入　高 千円

株主資本等変動計算書に関する注記
１．当事業年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 株

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

2022年6月23日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

《普通株式の配当に関する事項》

・配当金の総額 円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 円

・基準日

・効力発生日

３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

2023年6月22日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

《普通株式の配当に関する事項》

・配当金の総額 円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 円

・基準日

・効力発生日

2023年3月31日

2023年6月23日

25,000,000

500

2022年3月31日

2022年6月24日

25,000,000

500

485

50,000

0

28

7,472

67,000

260,373

106,013

5,197,445

77,618



税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産の発生の主な要因

固定資産

繰延税金資産

退職給付引当金 千円

賞与引当金 千円

その他 千円

繰延税金資産　計 千円

繰延税金負債

事業税 千円

その他有価証券評価差額金 千円

繰延税金負債　計 千円

繰延税金資産・負債の純額 千円

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達して

おります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理に関する規程に沿ってリスク低

減を図っております。また、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を

半期ごとに把握する体制としています。

　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については半期ごとに時価の把握を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　また、営業債務や未払金、リース債務等は流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）に

晒されておりますが、経理部で適時に資金繰計画を作成することにより、流動性リスクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2023年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額 18,491千円）は、「その他有価証券」には含めておりませ

ん。また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決裁されるため時価が帳簿価額に近似することから、

注記を省略しております。

（単位：千円）

（1）受取手形及び売掛金

（2）投資有価証券

 その他有価証券

（3）支払手形及び買掛金

（4）未払金

（5）未払手数料

（6）リース債務

（7）長期借入金

（8）長期未払金

（*1）負債に計上されているものについては、(   )で示しております。

( 9,278) ( 9,248) 30               

( 34,564) ( 34,194) 370              

( 197,138) ( 197,025) 113              

( 354,627) ( 354,627) -                

( 149,802) ( 149,802) -                

66,365           66,365           -                

( 34,973) ( 34,973) -                

761,702          761,702          -                

△10,499

106,013

貸借対照表計上額(*1) 時  価(*1) 差  額

4,551

116,512

△2,712

△7,787

89,047

22,914



３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価 ：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価 ：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価 ：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　（1）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

投資有価証券

　その他有価証券

株式

　（2）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

受取手形及び売掛金

支払手形及び買掛金

未払金

未払手数料

リース債務

長期借入金

長期未払金

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。

受取手形及び売掛金

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを

加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

支払手形及び買掛金、並びに未払金、未払手数料、リース債務、長期未払金

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返済期日

までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価

に分類しております。

長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、変動金利による長期借

入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金

の合計額を用いて算定しております。

-            9,248        -            9,248        

-              34,194       -            34,194       

-              197,025      -            197,025      

-            354,627      -            354,627      

-            149,802      -            149,802      

-            761,702      -            761,702      

-            34,973       -            34,973       

時　価

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

66,365       -            -            66,365       

時　価

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計



関連当事者との取引に関する注記
１．兄弟会社等 （単位：千円）

（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 円 41 銭

２．１株当たり当期純利益 円 22 銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

76,350

799

番組購入料(注1) 305,316   買掛金 28,553   

手数料 212,099   未払手数料 55,871   

期末残高

主要株主（法
人）が議決権
の過半数を所
有している会

社

株式会社テレビ朝日 －

放送枠の販売及び
番組・放送枠の購
入並びに役員の受

入

放送収入(注1) 1,066,751 売掛金 282,796  

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有）割合(%)

関連当事者
との関係

取引内容 取引金額 科目
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